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１.インボイス制度に関する改正
■ インボイス発行事業者となる小規模事業者に関する負担軽減措置 (2割特例)

■ 少額な返還インボイスの交付義務免除

令和5年度
税制改正コーナー

　インボイス制度を機に免税事業者からインボイス発行事業者として課税事業者になられた方については、仕入税額控除
の金額を、特別控除税額（課税標準である金額の合計額に対する消費税額から売上げに係る対価の返還等の金額に係る
消費税額の合計額を控除した残額の100分の80に相当する金額）とすることができます。

　インボイス発行事業者が国内で行った課税資産の譲渡等につき、返品や値引き、割戻しなどの売上げに係る対価の返還
等を行った場合には返還インボイスの交付義務がありますが、その金額が税込１万円未満である場合には、返還インボイス
の交付義務が免除されます。

◆対象事業者：インボイス制度を機に、免税事業者（消費税課税事業者選択届出書の提出により
　　　　　　　課税事業者となった 場合も含む）
　　　　　　　➡ 「基準期間※の売上高が1千万円以下のインボイス発行事業者」が対象です。

◆対 象 期 間：令和5年10月1日から令和8年9月30日までの日の属する課税期間　

◆対象事業者：すべての事業者

◆対 象 期 間：適用期限はありません
（インボイス制度開始時より適用されます。）

【2割特例】計算イメージ

令和5年
令和5年10月1日

登録

令和6年 令和7年

2 割 特 例 の 適 用が 可能 な期 間

令和8年 令和9年

インボイス発行事業者インボイス発行事業者インボイス発行事業者インボイス発行事業者免税事業者

売上げに係る消費税額から

を差し引いて納付税額を計算
・仕入税額の実額計算不要
・業種に関わらず売上げ税額の
  一律2割を納付
・事前の届出が不要

新
し
い
計
算
方
式

【一般課税】
売上げに係る消費税額から

を差し引いて納付税額を計算

仕入れや経費の額について、
実額で計算が必要

通
常
の
計
算
方
式

【簡易課税】
売上げに係る消費税額から

を差し引いて納付税額を計算
・仕入税額の実額計算不要
・業種に応じたみなし仕入率を使用
・事前の届出が必要

例：免税事業者である個人事業者又は12月決算法人が令和5年10月1日から登録を受ける場合

例：売り手が負担する振込手数料相当額を売上値引として処理している場合

インボイス
発行事業者

※基準期間とは　個人事業者：前々年
　　　　　　　　法人：前々事業年度

振込手数料相当額を
差し引いて支払い

返還インボイスの
交付不要

➡値引き等が1万円未満である場合、返還インボイスの交付が不要

買手 売手

売上税額の8割 仕入れに係る消費税額 売上税額にみなし
仕入率を掛けた金額選択

可能

国土工営は、相続・資産対策を
サポートいたします。

京都市中京区蛸薬師通り東洞院東入ル泉正寺町328番地西川ビル３階

TEL︓075-212-2801 FAX︓075-212-2802

関西支店 http://www.kokudokouei.co.jp/
〒604-8141

お気軽に
ご相談下さい。

KOKUDO
NEWS 相続に「安心設計」を

4.その他資産対策

2.貸宅地問題の解決
1.不動産を活用した相続対策

私たちは相続を通じて、お客様の安心と幸せを実現します。

3.一般不動産の仲介業務
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■ 一定規模以下の事業者に対する事務負担の軽減措置（少額特例）
　少額（税込１万円未満）の課税仕入れについて、インボイスの保存がなくとも一定の事項を記載した帳簿の保存のみで
仕入税額控除ができます。これは取引先がインボイス発行事業者であるかどうかは関係なく、免税事業者であっても同様
です。

■ 登録制度の見直しと手続き柔軟化
免税事業者の登録手続

　令和5年4月以降の登録申請であっても、令和5年9月30日までに登録申請を提出した場合は、制度開始日である令和
5年10月1日から登録を受けることが可能です。
登録の通知が制度開始日までに届かない場合であっても、令和5年10月1日に遡って登録を受けたものとみなされます。
　免税事業者が令和5年10月2日以後の日に登録を受ける場合、登録申請に登録希望日（提出日から15日以降の登録を
受ける日として事業者が希望する日）を記載することとし、その希望日から登録を受けることとなりました。

税込1万円未満の判定単位について
「税込１万円未満の課税仕入れ」に該当するか否かについては、一回の取引の課税仕入れに係る金額（税込み）
が１万円未満かどうかで判定するため、課税仕入れに係る一商品ごとの金額により判定するものではありま
せん。

◆対象事業者：基準期間における課税売上高が１億円以下又は特定期間における課税売上高が5千万円以下の事業者が、
　　　　　　　適用対象者となります。

◆対 象 期 間：令和5年10月1日から令和11年9月30日までに行う課税仕入れ

例：免税事業者が令和６年２月１日に登録を受けようとする場合

翌課税期間初日から登録を取りやめる場合の取消届出書の提出期限の見直し

課税期間の初日から登録を受ける場合の申請書の提出期限と翌課税期間の初日から登録を取りやめる場合の取消届出
書の提出期限については以下のとおり見直されました。
　◆翌課税期間初日から登録の場合：翌課税期間の初日から15日前の日まで
　◆翌課税期間初日から取消の場合：翌課税期間の初日から15日前の日まで

＜国税庁「令和5年度税制改正（インボイス関連）」より抜粋＞

令和5年10月1日
インボイス制度開始

令和6年1月17日
までに申請書提出

免税事業者

令和6年2月1日
登録希望日

インボイス発行事業者
（課税事業者）

登 録 希 望日
（令和6年2月1日）を記載

登録
申請書

登 録
⬇
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２.電子帳簿等保存制度の見直し

電子取引

電子帳簿保存法上の区分
①電子取引
電子的に授受した取引情報をデータで保存

電子帳簿等保存制度とは    

各税法で原則として紙での保存が義務付けられている帳簿
書類について一定の要件を満たした上で電磁的記録（電子
データ）による保存を可能とすること、および電子的に授受
した取引情報の保存義務等を定めた法律です。
電磁的記録による保存は、大きく右の3種類に区分されてい
ます。

電子帳簿等保存制度の見直し    

電子取引の取引情報に係る電磁的記録（電子取引データ）の保存制度については、原則として保存要件（注）に従って、電子
取引データを保存しなければならないこととされています。今回の見直しにおいて、電子取引データを保存要件（注）に従っ
て保存をすることができなかったことにつき相当の理由がある事業者等に対する新たな猶予措置を講じます。

区分①

スキャナ保存
スキャナ保存制度について、制度の利用促進を図る観点から、以下のとおり更なる要件の緩和措置を講じます。
　① 記録事項の入力を行う者等の情報を確認できるようにしておくことを不要とします。
　② スキャナで読み取った際の情報（解像度・階調・大きさ）の保存を不要とします。
　③ 帳簿との相互関連性を求める書類を重要書類に限定します。
　※重要書類：資金や物の移動に直結・連動する書類（契約書、領収書、請求書等）

区分②

電子帳簿等保存 区分③

優良な電子帳簿に係る過少申告加算税の軽減措置（注）の対象帳簿（所得税・法人税）の範囲について、以下の合理化・明
確化を行います。
（注）対象帳簿について、優良な電子帳簿の要件（訂正・削除・追加の履歴（トレーサビリティ）確保の要件、各帳簿間の相互関連性の確保の要件、検索機能の確保の要件）を満たして保存等

がされた場合において、帳簿に記録された事項に関し申告漏れがあったときは、その申告漏れに課される過少申告加算税を5％軽減する制度です。

対応は義務

②スキャナ保存
紙で受領・作成した書類を画像データで保存

対応は任意

③電子帳簿等保存
電子的に作成した帳簿・書類をデータのまま保存

対応は任意

改 正 前 改 正 後

〇保存要件に従って、電子取引データを保存しなければならないことが原
則だが、令和５年12月31日までに電子取引を行う場合には、事実上、電
子取引データを出力することにより作成した出力書面の提示・提出の求
めに応じることができるようにしておくことをもって、その電子取引デー
タの保存に代えることができる。（経過措置）

〇左記の経過措置は、適用期限（令和5年12月31日）の到来をもって廃止。
〇相当の理由があると認める場合（事前手続不要）、その電子取引データ
の出力書面の提示・提出の求め及びその電子取引データのダウンロード
の求めに応じることができるようにしておけば、保存要件を不要として、
　電子取引データの保存を可能とする。

改 正 前 改 正 後

過少申告加算税の軽減措置の対象となる優良な電子帳簿の範囲について
は「仕訳帳、総勘定元帳その他必要な帳簿（全て）」とされている。

〇「その他必要な帳簿」について、申告に直接結びつきやすい経理誤り全
体を是正しやすくするかという観点から、帳簿の範囲を合理化・明確化。
＜対象となる帳簿の具体例＞
　・売上帳、仕入帳、経費帳（賃金台帳を除く。）、売掛帳、買掛帳
　　（注）所得税の場合は、賃金台帳も対象となる。
　・受取手形記入帳、支払手形記入帳、貸付帳、借入帳、有価証券受払い簿
　・固定資産台帳、繰延資産台帳　等

※1 上記のほか、検索機能の確保の要件について緩和措置を講じます。
※2 令和6年1月1日以後に行う電子取引について適用されます。

※令和6年1月1日以後に保存が行われる国税関係書類について適用されます。

（注）具体的な「保存要件」については、「改ざん防止の要件（タイムスタンプ等）」、「検索機能の確保の要件」、「見読可能装置の備付けの要件」等があります。

財務省HP「令和5年度税制改正　6 納税環境整備」より

［改正前①］入力を行う者等の情報を
確認できるようにしておくこと

［改正前③］全ての保存書類と
帳簿との相互関連性が必要

［改正前②］保存する情報
・解像度（200dpi以上）
・階調（256階調）　・大きさ

［改正後③］
相互関係性を求める書類を

重要書類に限定
［改正後②］保存不要［改正後①］不要

⬇⬇⬇

領収書等
（読み取り）

相互関係性画像
データ

国税関係
帳簿
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３.暦年課税と相続時精算課税の見直し
暦年課税とは

　受贈者1人あたりにつき、1月1日～12月31日までを1年間としたその間に贈与された財産の合計額が110万円以下であ
れば、贈与税がかからず申告不要な制度です。

　現行制度における暦年課税を利用し贈与を行った場合、被相続人の相続開始前3年以内に行った贈与財産は、相続財
産に加算した上で相続税の課税対象となりました。

　今回の改正により、暦年課税において贈与を受けた財産を相続財産に加算する期間を相続開始前3年から7年間に
延長し、延長した4年間に受けた贈与のうち総額100万円までは相続財産に加算しないこととなります。
※令和6年1月1日以降に贈与した財産から適用されます。

相続時精算課税とは

　原則60歳以上の父母や祖父母などから、18歳(令和4年3月31日以前の贈与については20歳)以上の子または孫など
に対し、財産を贈与した場合において選択できる制度です。

　相続時精算課税制度を選択した場合、贈与者ごとに累積2,500万円の特別控除までの贈与財産については贈与税が
かからず、2,500万円を超えた金額について一律20%の税率をかけた贈与税がかかります。
　また、その選択に係る贈与者から贈与を受ける財産については、その選択をした年分以降すべてにこの制度が適用さ
れ、暦年贈与へ変更することはできません。

　現行制度における相続時精算課税を利用し贈与を行った場合、選択した年分以降のすべての贈与財産を相続財産に
加算することとなっていました。

　今回の改正により、相続時精算課税に基礎控除が創設され、年間110万円までの贈与財産が相続財産に加算されない
こととなりました。また、その年分の贈与財産が110万円以下の場合申告も不要となります。この基礎控除は特別控除
2,500万円の対象外となるため、相続開始前7年以内であっても基礎控除分までの相続時精算課税贈与分は加算する必
要はありません。
※令和6年1月1日以降に贈与した財産から適用されます。

《改正前》 《改正後》

《改正前》 《改正後》

財務省　令和5年度税制改正（案）のポイントより

財務省　令和5年度税制改正（案）のポイントより

総額より100万円を減算した分を相続財産に加算

その年分で110万円を減算した分の合計額より2,500万円を超える金額を相続財産に加算
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相隣関係・共有物の管理に関する民法改正

相隣関係

1．隣地使用権（民法209条）
　土地の所有者が、障壁等の築造等だけでなく、境界に関する測量や、越境した枝の切取りのため
に必要な範囲で隣地を使用する権利があることが明確化されました。また、原則として利用前に通
知が必要と定められましたが、所有者が不明である場合など、あらかじめ通知ができない場合には、
使用後遅滞なく通知することで足りるとされました。

2．ライフラインの設備の設置・使用権（民法213条の2）
　他人の土地や設備を使用しなければ各種ライフラインを引き込むことができない土地の所有者
が他の土地に設備を設置したり、他人の所有する設備を利用する権利を有することが明文化されま
した。事前の通知が必要なことや、土地や設備に損害が生じる場合には償金や設備維持の費用を支
払う必要があることも定められています。

3．越境した竹木の切取り（民法233条）
　枝が境界線を越えるときはその所有者に枝を切除させることができると定められていますが、こ
れまでは所有者が枝を切除しない場合には訴訟を提起し、判決を取って強制執行しなければなりま
せんでした。それでは切除を求める側の負担が大きいとして、催告後相当期間内に所有者が切除し
ない場合や、所有者が不明の場合には、自ら枝を切り取ることができると定められました。

共有物の管理方法

　所在等不明者がいる場合や賛否を明らかにしない共有者がいる場合に、
その所在等不明者や賛否を明らかにしない共有者以外の共有者が変更や管
理の手続を取ることができる手続が定められました。
　また、所在等不明者がいる場合に、裁判所の決定を得て、不動産の持分を
取得したり、不動産全体を第三者に譲渡するための手続が定められました。

その他の改正

財産管理制度や遺産分割制度についても
改正があり、それらの改正についても令和
５年４月１日から施行されているものがあ
ります。

令和５年４月１日から、民法の改正が施行されています。特に、所有者不明土地の解消のための規定が多
くなっていますが、その中から、相隣関係・共有物の管理方法に関する改正の一部についてご紹介させて
いただきます。

様々な専門家がおりますが、
聞きにくいことは全て私たちが代わりに承ります。

0120-927-578
【受付】9：00～17：00 / 【相談】9：00～18：00

まずはお気軽に
ご相談ください
相続 ナビ 谷税理士法人/有限会社タックス・プラニング

気になることがあれば
こちらまで！！ 無料相談実施中！ 無料相談実施中！
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お客様紹介お客様紹介

京都市西京区上桂前田町13-4
075-382-1444
11：30～15：00　
17：00～23：00
水曜日
https://ajoshi-kyoto.jp/shop/katsura-gojo/

住　所
TEL

営業時間

定 休 日
HP

写真以外にもチーズタッカルビ・チゲ鍋
サムギョプサル・チヂミなどメニューが
豊富で美味しい韓国料理を頂けます！

アジョシ
～桂五条店～

京都市下京区猪熊四条下ル
075-841-1937
11:30～14:30
17:00～22:00
火曜日
 http://oek.a.la9.jp/torii/

住　所
TEL

営業時間

定 休 日
HP

長岡京市今里彦林18番地の27
075-958-3290

住　所
TEL

『秘密のケンミンSHOW』で親子丼が紹介されました！
最大200名までの大小ご宴会が出来ます！
鉄板焼と水だきが一緒にできる『むつみ焼』や
『すき焼き』などが楽しめるお店です！

個人、個人店舗、町内会、企業、役所様等で開催される催事、
イベント、展示会で必要となる、会場設営/販売促進/イベント/
展示什器など様々な什器やマネキン人形などのレンタル業を
長岡京市で起業して46年目になります。国内に7カ所の拠点が
あり全国対応も可能です。気になる商品がございましたら、

まずはお気軽にご一報を！

とり伊

株式会社ワコー工芸

パネル・机・椅子

会場例

簡易ステージワゴン

シングルハンガー

̶ 6 ̶



自転車ヘルメットの着用努力義務化自転車ヘルメットの着用努力義務化 新入社員紹介新入社員紹介

色々選べました！
とても嬉しいです！

令和5年4月1日から自転車利用者のヘルメット着用
が努力義務化されています。
それに伴い、自転車通勤をしている従業員に対して、
事務所からヘルメットを支給して頂きました！！
おしゃれなデザインのものが増えており驚きました。
事故や転倒などのケガから自分の身をしっかり
守っていきたいと思います！

歌うこと
趣　　　　味

甘いもの全般
好きな食べ物

止まない雨はない
好きな言葉

声の大きさ
負けないこと

1人でできることをコツコツと増やし、
微力ながら皆様に貢献できるよう努めて参ります。

メッセ ージ

宮田 莉奈
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